
51 

 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型

居宅介護共通事項】 

○総合マネジメント体制強化加算について 

問１５５ 総合マネジメント体制強化加算について、利用者の心身の状況等に応じて、随

時、関係者（小規模多機能型居宅介護の場合は、介護支援専門員、看護師、准看護師、

介護職員その他の関係者）が共同して個別サービス計画の見直しを行うこととされてい

るが、個別サービス計画の見直しに当たり全ての職種が関わることが必要か。また、個

別サービス計画の見直しが多職種協働により行われたことを、どのように表せばよいか。 

（答） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能

型居宅介護を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の状態を確認しつつ、一体的な

サービスを適時・適切に提供することが求められている。これらの事業では、利用者の

生活全般に着目し、日頃から主治の医師や看護師、その他の従業者といった多様な主体

との意思疎通を図ることが必要となり、通常の居宅サービスとは異なる「特有のコスト」

を有しているため、総合マネジメント体制強化加算により評価するものである。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能

型居宅介護を提供する事業所における個別サービス計画の見直しは、多職種協働により

行われるものであるが、その都度全ての職種が関わらなければならないものではなく、

見直しの内容に応じて、適切に関係者がかかわることで足りるものである。 

また、個別サービス計画の見直しに係る多職種協働は、必ずしもカンファレンスなど

の会議の場により行われる必要はなく、日常的な業務の中でのかかわりを通じて行われ

ることも少なくない。通常の業務の中で、主治の医師や看護師、介護職員等の意見を把

握し、これに基づき個別サービス計画の見直しが行われていれば、本加算の算定要件を

満たすものである。なお、加算の要件を満たすことのみを目的として、新たに多職種協

働の会議を設けたり書類を作成することは要しない。 

 

問１５６ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の総合マネジメント体制強化加算について、

「病院又は診療所等に対し、日常的に情報提供等を行っている」こととあるが、「日常的

に」とは、具体的にどのような頻度で行われていればよいか。 

（答） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の状

態を確認しつつ、適時・適切にサービスを提供することが求められるサービスであり、

病院、診療所等に対し、日常的に情報提供等を行うことにより連携を図ることは、事業

を実施する上で必要不可欠である。 

 情報提供等の取組は、一定の頻度を定めて評価する性格のものではなく、事業所と病

院、診療所等との間で、必要に応じて適時・適切な連携が図られていれば、当該要件を
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満たすものである。 

 なお､情報提供等の取組が行われていることは、サービス提供記録や業務日誌等、既存

の記録において確認できれば足りるものであり、加算要件を満たすことを目的として、

新たに書類を作成することは要しない。 

 

問１５７ 小規模多機能型居宅介護の総合マネジメント体制強化加算について、「地域にお

ける活動への参加の機会が確保されている」こととあるが、具体的な取組内容や取組頻

度についてどのように考えればよいか。 

（答） 

 小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができ

るよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望

及びその置かれている環境を踏まえて、サービスを提供することとしている。 

 「地域における活動」の具体的な取組内容については、指定地域密着型サービス基準

の解釈通知の５（７）イにおいて、「地域の行事や活動の例」をお示ししている。 

ただし、小規模多機能型居宅介護事業所が、事業所の所在する地域において一定の理

解・評価を得て、地域を支える事業所として存在感を高めていくために必要な取組は、

地域の実情に応じて、様々なものが考えられるため、当該解釈通知に例示する以外の取

組も該当し得る。 

 また、地域における活動は、一定の活動の頻度を定めて行う性格のものではなく、利

用者が住み慣れた地域において生活を継続するために何が必要かということについて、

常に問題意識をもって取り組まれていれば、当該要件を満たすものである。 

 なお､地域における活動が行われていることは、そのため､サービス提供記録や業務日

誌等、既存の記録において確認できれば足りるものであり、加算要件を満たすことを目

的として、新たに資料を作成することは要しない。 

 

  




